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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第146期
第３四半期
連結累計期間

第146期
第３四半期
連結会計期間

第145期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 6,136,694 1,718,857 9,367,888

経常利益又は経常損失(△) (千円) △ 119,085 △ 125,366 193,894

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △ 113,361 △ 68,332 259,298

純資産額 (千円) ― 2,143,524 2,399,347

総資産額 (千円) ― 7,723,658 6,875,894

１株当たり純資産額 (円) ― 153.21 171.48

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失(△) (円) △ 8.10 △ 4.88 18.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 27.8 34.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 365,108 ― 354,952

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 287,806 ― 277,245

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 961,421 ― △ 940,395

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 653,612 345,106

従業員数 (名) ― 272 273

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、また、当第３四半期連

結累計期間及び当第３四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はない。 

　また、主要な関係会社についても異動はない。 

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

当社グループの主な事業は、コーティング関連事業であり、事業の種類別セグメント情報を開示してい

ない。

当社グループにおける従業員数は次のとおりである。

平成20年12月31日現在

従業員数(名)
272
(64)

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　従業員数の(外書)は臨時従業員の当四半期連結会計期間の平均雇用人員数である。

３　当社及び連結子会社は、完全な事業部門別の組織形態をとっていないため、一括して記載している。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名)
267
(61)

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　従業員数の(外書)は臨時従業員の当四半期会計期間の平均雇用人員数である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりである。
　

部門 生産高(千円)

クロス 516,241

レザー

ビニルレザー 197,888

合成皮革 535,380

レザー計 733,269

その他 277,236

合計 1,526,746

(注) １　上記の金額は、製造原価によっている。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を部門別に示すと、次のとおりである。

　

部門 受注高(千円) 受注残高(千円)

クロス 621,628 201,001

レザー

ビニルレザー 156,795 33,843

合成皮革 532,132 138,366

レザー計 688,928 172,209

その他 331,216 91,926

合計 1,641,772 465,137

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりである。

　

部門 販売高(千円)

クロス 642,482

レザー

ビニルレザー 207,048

合成皮革 576,176

レザー計 783,224

その他 293,150

合計 1,718,857
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(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

　

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

東洋紡績(株) 261,279 15.2

　

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものである。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とした金

融市場危機による株価の下落、急激な円高に伴う輸出の減少、企業の設備投資の削減、更には雇用・所得

環境の厳しさから個人消費が落ち込む等、景気は悪化したまま推移した。 

当社グループに関連する印刷、自動車、衣料業界においても、原材料価格の高騰や購買意欲の低下、在庫

調整による需要の減少等、経済環境の厳しさが一段と増している。

このような状況下で、当社グループは、中期経営計画に基づきさらなる業務改革・財務改革に取り組ん

できた。

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は17億18百万円となった。利益面においては、経常損失

は1億25百万円となり、四半期純損失は68百万円となった。

部門別の業績は次のとおりである。

①　クロス部門

主力の通帳用クロスは郵貯の民営化移行がほぼ完了したこともあり、需要が減少した。また車両部材

用クロスの“カテナ”は輸出で生産調整が加速した。 

この結果、クロス部門全体の売上高は、６億42百万円となった。

②　レザー部門

ビニルレザーは手帳用素材では市販品が、また辞書用素材では低学年向け辞書用途の需要が低迷し、

ビニルレザーの売上高は、２億７百万円となった。 

合成皮革は、介護用素材やスポーツ手袋用素材は順調に推移したが、輸出を主としたアウトドアやカ

ジュアル衣料用素材及びケース用素材は大きく需要が落ち込み、合成皮革の売上高は、５億76百万円と

なった。

この結果、レザー部門全体の売上高は、７億83百万円となった。

③　その他部門

フィルム加工部門は、光学関連でも、印刷及び電子材料関連でも在庫調整等による業界の減産の影響

を受けた。

この結果、その他部門全体の売上高は、２億93百万円となった。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて３億62百万円増加し、40億46百

万円となった。これは、主として、「その他」の短期貸付金が４億24百万円増加したこと等によるもので

ある。

当第３四半期連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末に比べて４億85百万円増加し、36億76百

万円となった。これは、主として有形固定資産が５億64百万円増加したこと等によるものである。

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて７億59百万円増加し、45億１百

万円となった。これは、主として未払金が６億31百万円増加したこと等によるものである。

当第３四半期連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末に比べて３億44百万円増加し、10億78百

万円となった。これは、主として「その他」のリース債務が３億94百万円増加したこと等によるものであ

る。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて２億55百万円減少し、21億43

百万円となった。これは、主として利益剰余金が１億83百万円、その他有価証券評価差額金が72百万円減

少したこと等によるものである。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べて２

億94百万円(81.8％)増加し６億53百万円となった。

各活動別の状況は次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△２億６百万円となった。

これは税金等調整前四半期純損失が１億25百万円となり、売上債権の減少が４億36百万円、仕入債務の減

少が４億24百万円並びに賞与引当金の減少が78百万円となったこと等によるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△１億70百万円となった。

これは主として、有形固定資産の取得による支出が１億68百万円あったこと等によるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、６億71百万円となった。こ

れは主として、セール・アンド・リースバック取引による収入が５億円あったこと等によるものである。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はない。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は35百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株
である。

計 14,000,000 14,000,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 14,000,000 ― 700,000 ― 68,752
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載している。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 9,000

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,966,000 13,966 ―

単元未満株式 普通株式 25,000 ― ―

発行済株式総数 14,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,966 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式686株が含まれている。

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
東洋クロス株式会社

大阪府泉南市樽井
六丁目29番１号

9,000 ― 9,000 0.1

計 ― 9,000 ― 9,000 0.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

最高(円) 155 167 165 150 140 136 120 107 109

最低(円) 136 144 148 133 130 106 91 94 99

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けてい

る。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 143,837 255,680

受取手形及び売掛金 ※３
 1,623,986 1,853,471

商品 53,535 53,115

製品 628,094 590,964

原材料 252,809 221,031

仕掛品 392,031 415,688

貯蔵品 49,229 50,353

その他 911,312 257,829

貸倒引当金 △8,077 △13,740

流動資産合計 4,046,760 3,684,395

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 1,042,044

※１
 1,036,607

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 839,319

※１
 981,588

建設仮勘定 779,278 75,084

その他（純額） ※１
 606,228

※１
 609,039

有形固定資産合計 3,266,870 2,702,319

無形固定資産 18,413 19,590

投資その他の資産 ※２
 391,613

※２
 469,589

固定資産合計 3,676,898 3,191,499

資産合計 7,723,658 6,875,894

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 1,677,169 2,029,408

短期借入金 1,585,000 1,010,000

未払法人税等 3,054 121,209

賞与引当金 71,685 162,602

未払金 806,484 175,063

その他 358,019 243,836

流動負債合計 4,501,413 3,742,120

固定負債

長期借入金 585,000 620,000

退職給付引当金 39,786 33,693

役員退職慰労引当金 38,440 30,664

その他 415,492 50,069

固定負債合計 1,078,720 734,426

負債合計 5,580,134 4,476,546
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 700,000 700,000

資本剰余金 68,752 68,752

利益剰余金 1,376,195 1,559,515

自己株式 △1,764 △1,537

株主資本合計 2,143,183 2,326,730

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 341 72,617

評価・換算差額等合計 341 72,617

純資産合計 2,143,524 2,399,347

負債純資産合計 7,723,658 6,875,894
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 6,136,694

売上原価 5,452,683

売上総利益 684,010

販売費及び一般管理費 ※１
 804,391

営業損失（△） △120,380

営業外収益

受取利息 1,275

受取配当金 7,637

持分法による投資利益 137

受取補償金 16,858

その他 16,969

営業外収益合計 42,877

営業外費用

支払利息 30,171

その他 11,411

営業外費用合計 41,582

経常損失（△） △119,085

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,938

特別利益合計 7,938

特別損失

固定資産除却損 43,787

たな卸資産評価損 36,737

その他 9,765

特別損失合計 90,289

税金等調整前四半期純損失（△） △201,436

法人税、住民税及び事業税 6,648

法人税等調整額 △94,724

法人税等合計 △88,075

四半期純損失（△） △113,361

EDINET提出書類

東洋クロス株式会社(E00997)

四半期報告書

13/23



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 1,718,857

売上原価 1,577,399

売上総利益 141,458

販売費及び一般管理費 ※１
 258,974

営業損失（△） △117,516

営業外収益

受取利息 558

受取配当金 3,073

持分法による投資利益 △462

業務受託手数料 2,593

その他 3,414

営業外収益合計 9,177

営業外費用

支払利息 10,942

その他 6,085

営業外費用合計 17,027

経常損失（△） △125,366

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,538

特別利益合計 3,538

特別損失

固定資産除却損 3,753

特別損失合計 3,753

税金等調整前四半期純損失（△） △125,582

法人税、住民税及び事業税 3,054

法人税等調整額 △60,304

法人税等合計 △57,249

四半期純損失（△） △68,332
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △201,436

減価償却費 336,387

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,093

賞与引当金の増減額（△は減少） △90,917

受取利息及び受取配当金 △8,913

支払利息 30,171

売上債権の増減額（△は増加） 229,485

たな卸資産の増減額（△は増加） △44,547

仕入債務の増減額（△は減少） △352,239

その他 △71,317

小計 △167,234

利息及び配当金の受取額 8,913

利息の支払額 △29,402

法人税等の支払額 △177,384

営業活動によるキャッシュ・フロー △365,108

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △281,006

固定資産の除却による支出 △4,750

投資有価証券の取得による支出 △2,691

その他 641

投資活動によるキャッシュ・フロー △287,806

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △360,000

セール・アンド・リースバック取引による収入 500,000

リース債務の返済による支出 △8,075

自己株式の取得による支出 △227

配当金の支払額 △70,275

財務活動によるキャッシュ・フロー 961,421

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 308,506

現金及び現金同等物の期首残高 345,106

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 653,612
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

重要な資産の評価基準

たな卸資産

従来、総平均法による原価法によっていたが、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　

平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、総平均法による原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）に変更している。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失がそれぞ

れ15,070千円増加し、税金等調整前四半期純損失が51,807千円増加している。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっている。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項なし。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号)及び(減価償却資産の

耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20年４月30日　財務省令第32号))に伴い、第１四半期連

結会計期間から、機械及び装置の耐用年数を従来の７～14年から７年に変更している。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の減価償却費が91,644千円増加

し、営業損失及び経常損失並びに税金等調整前四半期純損失がそれぞれ81,031千円増加している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,898,524千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 5,892千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,666,494千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 7,545千円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては満期日に決済が行われたものとして処理し

ている。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が四半期連結会計期間末残高から除か

れている。

受取手形 13,157千円

支払手形 19,960

―――――

４　　偶発債務　　　　　　

手形債権流動化に伴う遡及義
務

455,144千円

４　　偶発債務　　　　

手形債権流動化に伴う遡及義
務

363,284千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

運送費 98,776千円

給料手当 283,702

賞与引当金繰入額 16,669

退職給付費用 15,850

役員退職慰労引当金繰入額 7,776

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

運送費 29,472千円

給料手当 116,715

賞与引当金繰入額 16,669

退職給付費用 5,174

役員退職慰労引当金繰入額 2,592
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 143,837千円

その他(短期貸付金) 543,381

　　　計 687,218

預入期間が３か月超の定期預金 △ 33,605

現金及び現金同等物 653,612
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,686

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 69,958 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項なし。

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

「４　配当に関する事項」の記載を参照。
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(リース取引関係)

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
及び

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当四半

期連結会計期間末におけるリース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められる。

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び四半期末残高相当額

機械装置及び運搬具
(千円)

その他
(千円)

無形固定資産
(千円)

合計
(千円)

取得価額相当額 135,421 8,265 19,285 162,971

減価償却累計額相当額 11,256 5,842 13,473 30,572

四半期末残高相当額 124,164 2,422 5,811 132,399

　
　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料四半期末残高が有形固定資産の四半期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

２　未経過リース料四半期末残高相当額

１年内 18,866千円

１年超 114,584

計 133,450
 
　(注)　未経過リース料四半期末残高相当額は、未経過リース料四半期末残高が有形固定資産の四半期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

３　支払リース料及び減価償却費相当額

（四半期連結累計期間）

支払リース料 12,047千円

減価償却費相当額 13,098

（四半期連結会計期間）

支払リース料 4,716千円

減価償却費相当額 4,716
 
４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略している。

　

(有価証券関係)

有価証券が当社グループの事業の運営において重要なものとなっていないため、注記を省略してい

る。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して

著しい変動がない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループの主な事業は、コーティング関連事業であり、クロス、ビニルレザー、合成皮革、フィルムの

コーティング加工及び製品販売を行っている。コーティング関連事業の売上高及び営業利益の金額が、いず

れも全セグメントの売上高及び営業利益の合計額の90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略している。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及

び在外支店はない。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)における海外売上高はない。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

153円21銭 171円48銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎
　

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

四半期連結貸借対照表の純資産
の部の合計額

(千円) 2,143,524 2,399,347

普通株式に係る純資産額 (千円) 2,143,524 2,399,347

差額の主な内訳 (千円) ― ─

普通株式の発行済株式数 (千株) 14,000 14,000

普通株式の自己株式数 (千株) 9 8

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数

(千株) 13,990 13,991
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２　１株当たり四半期純損失

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 8円10銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失を計上しており、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失 (千円) 113,361

普通株式に係る四半期純損失 (千円) 113,361

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 13,990

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 4円88銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失を計上しており、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失 (千円) 68,332

普通株式に係る四半期純損失 (千円) 68,332

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 13,990

　

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

東洋クロス株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　牧　　美　喜　男　　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　部　　政　男　　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

クロス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋クロス株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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